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有効回答は 350 世帯(有効回答率 41.2%)であり、介護者の平均年齢は 63.7 歳、性別は女性 73.4%、
配偶者が 42.0%を占めた。介護の状況をみると、介護期間は平均 66.2 ヶ月、介護時間は平均 12.0
時間/目、要介護 4、 5 の割合は各 18.8% 、 39.0%であった。現金給付の賛否は、反対 33.3%、賛成
37.4%、どちらともいえない 29.3%であった。現金給付に関わる要因は、「経済的に利用できないサ
ービス」、「介護費用の負担感」、「問題行動数J 、「地域に存在しないサービス」で、あった。
現金給付の希望水準額は現状の介護 1 時間あたり約 1.000 円であり、家族介護を 1 時間増加させ









































有効回答は 350 世帯(回答率 41. 2泊、平均年齢 63. 7 歳)で、現金給付の賛否は、賛成 37. 側、
反対 33.3施、どちらともいえない 29.3見であり、現金給付に関わる要因は、経済的に利用でき
ないサービス、介護費用の負担感、問題行動数、地域に存在しないサーピスである。現金給付
の希望水準額は、現状の介護 1 時間あたり約 1 ， 000 円、家族介護を 1 時間増加させた場合は
1 ， 000"'-'1 ， 500 円程度であり、許容できる経済的負担は、現金給付の賛否で差がなく現在の保
険料などの1. 2 倍である。また、介護者に現金が給付された場合、利用を減らすサービスがあ
ると回答した者は 12.5覧で、現金給付の賛否で有意な差はみられないとしている。調査結果か
ら、現金給付を導入した場合の介護者の意向は、現金給付か現物給付かの二者択一ではなく、
現物給付と現金給付の双方を希望していること、介護保険の利便性や質が高ければ、応分の経
済的負担をすることも厭わないことが窺えるとしている。
現金給付は、わが国の介護保険では認められていないが、 ドイツ等では制度化されており、
介護保険の見直し議論でもこれが論点の一つになる見込みである。本論文では、現金給付の可
否を当事者から探り、その具体的な金額を WTA で推計するとともに、現金給付が導入された場
合、家族による介護の質を担保する仕組みについて、掘り下げた考察が行われている。
よって，本論文は博士(医学)の学位論文として合格と認める。
? ??
